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1. 総論 

1.1 計画策定の背景と目的 

1.1.1 背景 

京丹後市は、面積 501.84km2の広がりを持ち、標高 700m 以下の山々から流れる河川流域に

より盆地が形成され、海岸は岩礁帯から砂丘、湾や入江など多様な形態を見せている。丹後

の人々の努力によって、古くから自然と一体的に発展してきたこの地域は、平成の合併にお

ける京都府最初の市として、峰山町、大宮町、網野町、丹後町、弥栄町、久美浜町の 6 町が

合併し「京丹後市」が平成 16 年 4 月 1日に誕生となった。 

本市には 5,160ha の耕地（H16）が存在し、地域の風土を形成するとともに、市民の食生活

を支える重要な産業の一つとなっている。 

近年、環境への関心の高まりにより、農業・農地により発揮される多面的機能の重要性が

認識されるようになり、本市においても、農業の多面的機能の発揮に配慮した農業振興の展

開が求められている。 

平成 11 年に改正された食料・農業・農村基本法では、農業・農村の多面的機能の発揮が重

要と位置づけられ、また、平成 13 年の土地改良法改正において、「環境との調和への配慮」

が農業農村整備事業の基本原則となった。さらに、平成 17 年の新食料・農業・農村基本計画

の見直しでは、環境保全を重視した農業施策の展開が改革の視点に盛り込まれ、環境に配慮

するための各種手引きも刊行されてきた。 

このような背景を踏まえて、今後市内で行われる農業農村整備事業における環境への配慮

の基本的な考え方や整備方針を定める農村環境計画を策定する。 

 

1.1.2 位置づけ 

本農村環境計画では、自然的、社会的要素を総合的に考慮し、農村地域における市の基本

的な環境対策を立案するものである。 

この農村環境計画は、環境との調和に配慮した農業農村整備事業の進め方を示す基本構想

として位置づけられる。また、事業地区の個性に対応しながらも事業地区外との広域的なつ

ながりも視野に入れ、地域全体として一定の環境水準を確保できるような、適切な環境配慮

を行った農業農村整備事業の推進を目指し、これにより農村地域の環境保全を総合的・効率

的に進めるものである。 
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1.1.3 本計画の対象 

本計画の対象地域は、市全体を調査エリアとするが、対応方策等の検討においては農業農

村振興地域を中心とした農村及び里山を主な対象とする。 

また、本計画は、市における農業農村整備事業の推進において、該当地域の現状確認や環

境配慮の方針設定の判断に資することを想定している。 

このため、奥山の原生的自然の保護や、市街地のまちなみ景観などの都市的な課題及び商

工業に起因する環境問題については取り扱わないこととする。 
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1.2 農村環境計画策定手順 

本計画では、既存資料や地域代表者へのアンケート調査、専門家への聞き取り等をもとに、

地域の環境評価や関連計画を整理する。次に、これらから環境保全の基本的考え方を設定し、

これに基づき、市全体及び地域別の整備方針や農業農村整備事業における環境への対応方策を

作成する。 

1.1 計画策定の背景と目的 1.2 農村環境計画策定手順

1. 総 論

2. 地域の環境評価

3. 上位・関連計画における位置付け

5.1 環境保全の基本的考え方

5. 環境保全の基本方針

4. 環境特性の把握

・地域概要

・自然環境(アンケート)

・社会環境

・生産環境

・総合計画アンケート分析

・新京都府総合計画(H13.1)

・京都府環境基本計画(H10.9)

・新京都府農林水産振興構想

ふるさとビジョン(H14)

・環の公共事業行動計画

・京丹後市総合計画(H17策定中)

・環境特性区分図

・地域別問題点，課題の整理

・環境評価，課題を受けて，市に

おける環境保全に対する方針と

キャッチフレーズを設定

平成17年度　農村環境計画策定調査

2.1 現況調査

2.2 環境評価

3.1 上位・関連計画における
目標像

4.1 環境特性の把握

4.2 環境に関する専門家等への
聞き取り

平成18年度　農村環境計画策定調査

6.農業農村整備事業における整備方針

7.農業農村整備事業における環境への対応方策

・広域的整備方針

・地域別環境保全目標の設定

・地域別整備方針

・事業に取り組む際の具体的留意事項等の整理




